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本論文は全 8章立てであり，第 2章から第 7章においてモデルによる理論分析が行われ
る．第 1章は議論の背景の説明，並びに問題提起，第 8章は成果の要約と将来的な研究の
展望にあてられる．本論文を通して，理論分析の土台として使われるのは，Solow (1956)
によってその端著が開かれ，内生的成長理論の出現によって近年いっそう複雑化した「新
古典派成長モデル」である．
新古典派成長理論の系譜とその中での本論文各章（第 2章から第 7章）の位置付けは図
1.1（原稿末尾）に示されている．
第 1章 議論の背景と問題提起
本論文の議論において中心的な役割を演じる概念として，収穫逓増がある．第 1章では
まず，収穫逓増とは何か，収穫逓増は新古典派成長モデルの中でどのような役割を演じる
か，なぜ収穫逓増に注目するのか，といった点について説明した．次に，本論文を通じて
考察される 3つの問題意識を提示した．3つの問題意識とは，以下のようなものである．
1. 収穫逓増を導入した 1部門の新古典派成長モデルにおいて，労働供給の内生化を行
う以外に，安定的な均衡を生じさせる方法はあるか．
2. Romer (1990)に代表される研究開発に基づく内生的成長モデルにおいて， _A = HAA
（Aは知識ストック，は正のパラメーター，HAは人的資本）のようなタイプの知
識生産関数を用いたとしても，規模効果が現れない可能性があるのではないか．
3. 企業の独占力の強化は本当に成長率を高めるのか．競争的な市場構造が成長率を高
めるような場合があるのではないか．
問題意識 1は第 2章と第 3章で，問題意識 2は第 4章と第 5章で，そして問題意識 3は第
6章と第 7章で議論される．
第 2章 外部性と均衡の安定性
第 2章では，生産における正の外部性（収穫逓増）が定常均衡の安定性にどのような影
響を与えるかについて，1部門の新古典派成長モデルを用いて展望する．まず始めに，一
切の外部性を含まない Cass (1965)のモデルを提出し，均衡の局所的安定性を検証する．
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次に，Cass モデルに労働と資本による正の外部性を導入し，均衡の動学的性質がどう変
化するかを分析する．ここでは，外部性が均衡の不安定化（鞍点から湧点に変化）要因と
なる可能性があることが示される．
さらに，労働と資本による正の外部性の導入に加え，労働供給の内生化を行ったBenhabib
and Farmer (1994)のモデルを紹介する．このモデルでは，外部性が均衡の安定化（鞍点
から沈点に変化）要因となる可能性があることが示される．
なお，安定性の概念について，伝統的な理論（浅田 (1997)などのいわゆるPost Keyne-
sian）と新古典派の理論とでは，その定義に大きな隔たりがある．本論文では，数学的・
現実的にみてより自然と思われる伝統的な理論における安定性概念に従うが，その理由に
ついては章の最初のほうで言及した．
第 3章 負の外部性と効用的公共財
第 3章では，都築 (2005)に基づき，資本による正の外部性を導入したCass (1965)のモ
デルに，資本による負の外部性と効用関数に正の影響を与える公共財（効用的公共財）を
導入し，それらが均衡の安定性にどのような影響を与えるかについて考察する．主要な結
果は以下のとおりである．
負の外部性は資本ストックの中間的な領域においてのみ発生するとの想定の下で，生産
関数は S字に湾曲したものとなる．結果として，3つの定常均衡（高位，中位，低位）が
現れる．それらの動学的性質は均衡によって異なる．低位と高位の均衡は常に鞍点とな
る．しかし，中位の均衡は負の外部性や効用的公共財の外部性が大きくなるにつれ，不安
定結節点から安定結節点へと変化する．このことは，中位の均衡では負の外部性や効用的
公共財が経済の安定化要因となることを意味している．
第 2章と第 3章の議論を要約すれば，以下のようになるであろう．外部性を導入した 1
部門の新古典派成長モデルにおいて，均衡が沈点となる可能性があるのは，次の 2つの
ケースにおいてである．
1. 正の外部性＋労働供給の内生化
2. 正の外部性＋負の外部性＋効用的公共財
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ケース 1は Benhabib and Farmer (1994)によって示された結果である．我々が示したの
は，ケース 2である．
第 4章 Romerモデルの特徴
第 4章では，研究開発に基づく内生的成長モデルの中で最も基本的なものと位置付けら
れるRomer (1990)のモデルを提出し，均斉成長均衡（balanced growth equilibrium）に
おけるその特徴を明らかにする．Romerモデルの特徴として，1. 均衡成長率と最適成長
率の乖離，2. 規模効果の存在，の 2つが挙げられる．特徴 1は，不完全競争下で達成さ
れる成長率（均衡成長率）と社会的計画問題の解から導かれる成長率（最適成長率）とが
乖離する，ということである．一般に，前者は後者を下回る．また，特徴 2は，人的資本
（Romerモデルではその総量は一定と仮定される）と均衡成長率ないし最適成長率との間
に正の比例関係が存在することである．
最後に，内生的成長理論の一つの問題として，「成長率の内生化」や「内生的成長」と
いう表現の不適切さが指摘される．
第 5章 人口の規模と経済成長
第 5章では，都築 (2002)に基づき，Romerモデルの第 2の特徴である規模効果につい
て掘り下げる．Romerモデルにおいて，規模効果がもたらされる要因となっているのは，
_A = HAAのように，知識Aに関して収穫一定の形（線形）に特定化された知識生産関
数である．均斉成長均衡では成長率 gは _A=Aに一致するので，上式から，gは結局のと
ころ生産性パラメーター と研究開発に向けられる人的資本HAの積に等しくなることが
分かる．HAは人的資本の総量H に比例するので，H が増大すれば gも上昇する．かく
して，規模効果が発生するのである．
近年，世界の人的資本は飛躍的に増大してきた．したがって，Romerモデルによれば，
世界経済の成長率も同様に飛躍的に上昇してきたはずである．しかし，現実にはそれほ
ど飛躍的な成長率の上昇を経験したという事実はない．このことは，Jones (1998)によっ
て指摘されている．彼の批判は，現実には規模効果が観察されないという，Romerモデ
ルの特徴 2に対する批判であり，上述したような知識生産関数の特定化に対する批判でも
ある．
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第 5章では，Jones (1998)に対する反批判として，たとえ上述のような知識生産関数を
採用したとしても，規模効果が現れない理論的可能性が存在するということを示す．ここ
では，人口N を一定と仮定し，それを労働Lか人的資本Hに配分するようなモデルを考
える．このようなモデルでは，均衡成長率 gは人的資本Hではなく，人口N に依存して
決まることになる．我々は，gとNに関する比較静学を行い，どのような条件の下で規模
効果が働くのかを明らかにする．そして，条件によっては，規模効果が働かなかったり，
負の規模効果が働いたりする可能性のあることを示す．
第 6章 市場構造と経済成長
第 4章で示したように，Romerモデルでは，均衡成長率と最適成長率は乖離する．両者
の間に乖離を作り出す要因の一つとなっているのが，中間財部門の企業の独占力である．
一方，中間財部門の企業の独占利潤の増大は，企業家の研究開発を活発化するため，均
衡成長率の上昇をもたらす．つまり，中間財部門の企業の独占力は，経済に歪みをもたら
す要因の一つであると同時に，研究開発を可能にするという役割をも担っているのである．
第 6章では，企業の独占力が経済成長にとって不可欠な役割を果たす，という後者の
点に注目する．このことは，すべての産業が完全に競争的であるような経済では，独占
利潤は存在せず，したがって成長も全く生じないということを示唆している．ところが，
Blundell et al. (1995)によれば，実証的には産業の競争度と成長率とは正の相関関係を
持っており，この結果を正しいものとすれば，Romerモデルは現実と矛盾する予測を示
していることになってしまう．
第 6章では，都築 (2008a)に基づき，Romerモデルに第 2次中間財生産者と呼ばれる，
中間財の組み立てを行う主体を導入し，彼らの市場構造（完全競争，独占）と均衡成長率
との関係を明らかにする．ここでは特に，Blundell et al. (1995)の実証結果と整合的とな
る，競争下での成長率が独占下での成長率を上回るようなケースが存在しうるか，を中心
に検討する．結果は以下のとおりである．
もし第 2次中間財生産者の利潤が配当としてすべて家計の手元に残るならば，競争下で
の成長率は独占下での成長率を上回る．また，政府が配当税を用いて，配当の一部を第 1
次中間財（部品）の購入や第 1次中間財生産者への補助金に向ける場合にも，税率がそれ
ほど高くなければ，競争下での成長率は独占下での成長率を上回る．
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第 7章 技術の秘匿
研究開発に基づく内生的成長モデルは，大きく 2つのものに分かれる．一つは財の多様
性の増大を技術進歩と捉えるモデル（バラエティ・エクスパンディング），もう一つは財
の品質向上を技術進歩と捉えるモデル（クオリティ・ラダー）である．Romer (1990)の
モデルはバラエティ・エクスパンディング・モデルである．
第 7章では，クオリティ・ラダー・モデルを用いて，Blundell et al. (1995)の実証結果
と整合性を持つ，競争下での成長率が独占下での成長率を上回るようなケースが存在しう
るか，について考察する．
都築 (2008b)に基づき，まず，企業による技術の秘匿活動が明示的に組み込まれたクオ
リティ・ラダー・モデルを提示する．そして，秘匿活動への補助金（独占力の強化）が均
衡成長率にどのような影響を及ぼすかを分析する．結果は以下のとおりである．
秘匿活動への補助金には，研究開発を抑制する効果と促進する効果の 2つが存在する．
秘匿への投資量が秘匿への補助金に対して十分に大きく反応する場合には，研究開発を抑
制する効果のほうが支配的となる．
したがって，そのような場合には，秘匿活動への補助金政策を行わないほうが，高い成
長率を達成することができる．このことは，競争下での成長率が独占下での成長率を上回
る可能性があることを示唆している．
第 8章 成果と課題
第 8章では，本論文第 2章から第 7章の分析で得られた成果を要約するとともに，Solow
(2000)の内生的成長理論批判に言及し，さらに筆者の将来的な研究の展望について述べる．
成果の要約
本論文の成果をまとめれば，以下のようになるであろう．
1. 負の外部性や効用的公共財の外部性は，均衡の安定化要因となる可能性がある（第 3
章）．
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2. 知識の生産量 _Aが既存の知識ストックAに関して線形であっても，規模効果が生じ
ない可能性がある（第 5章）．
3. 企業の独占力は成長にとって不可欠な要素であるが，組み立て産業（第 2次中間財
生産）に関しては，必ずしも独占力と成長率が比例的な関係を持つわけではない．
また，秘匿への補助金によって企業の独占力を強化するような政策も，成長率を低
下させてしまう可能性がある（第 6章，第 7章）．
Solow (2000)の内生的成長理論批判
Solow (2000)の内生的成長理論批判は，Jones (1995)と同じく，内生的成長理論の知識
生産関数の特定化に対してなされたものである．
Romer (1990)のモデルにおいて有意味な形で正の成長が実現するためには， _A = HAA
のように， _AがAに関して線形でなければならない．より一般的には，次のように言う
ことができる．知識生産関数が _A = HAAによって表される場合， < 1ならば成長は
停止し， > 1ならば成長率は無限大に発散する．このモデルが成長モデルとして意味を
持つのは， = 1の場合のみである．
Solow (2000)によって批判されたのは， = 1しか許容されえないというこの種のモデ
ルの持つ「危うさ」，これである．すでに述べたように，Jones (1998)の批判も， = 1
の想定によってもたらされる規模効果に対してなされたものである．
こうした批判の存在にもかかわらず，本論文では， = 1の想定を保持しつつ Romer
(1990)のモデルを展開した．Jones (1998)や Solow (2000)の批判への（部分的な）反批
判として有効と思われるのが，第 5章の議論である．第 5章では，人的資本量の決定を内
生化したRomerモデルを提示し，経済の規模を表す変数である人口N と均衡成長率 gと
の間に比例的な関係が成立するかどうかを分析した．結論として， = 1のような形の知
識生産関数を用いたとしても，規模効果が現れない可能性があることを示した．このこと
は， = 1の想定が必ずしも規模効果に結びつくわけではないことを意味している．した
がって，規模効果の存在を = 1の想定への批判の論拠とすることはもはやできないであ
ろう．ただし，ここでの結論のみをもって， = 1の想定の持つ「危うさ」を完全に否定
したことにはならないということには注意が必要である．
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将来的展望
本論文において，我々は基本的にRamsey型のマクロ動学モデルをめぐる議論を展開し
てきた．第 2章で示したように，同モデルの均衡は一般的には鞍点となる．
鞍点は本来，不安定な均衡点とみなされるべきものである．なぜなら，鞍点均衡の場
合，解が均衡に向かうのは初期状態が鞍点経路という極めて限られた領域にある場合のみ
であり，経済をそのような経路にのせることは実際的にはほとんど不可能と考えられるか
らである．
経済を鞍点にのせることがほとんど不可能であるならば，そのモデルはもはや持続的成
長という現象を説明する能力を持たないことになる．なぜなら，鞍点経路を除く任意の初
期状態から出発した解は一度は均衡へと吸い寄せられるが，やがては反対方向へと落ちて
ゆくことになるからである．
にもかかわらず，内生的成長理論を含む新古典派のマクロ動学理論では，鞍点は到達可
能な（安定的な）均衡であるとの「解釈」の下に議論が行われている．
このような鞍点の不安定性の問題を解決するためには，新古典派のように安定性の概
念を変更するのではなく，鞍点均衡の発生，それ自体を回避することが必要であろう．沈
点（sink）や湧点（source）のような均衡点の発生し得るマクロ動学モデルを開発するこ
とに成功すれば，安定性概念として，浅田 (1997)などで用いられている自然な安定性の
定義|例えば，沈点ならば安定，湧点ならば不安定|を用いることができるのである．
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図 1.1: 新古典派成長理論の系譜と本論文各章の位置付け
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